（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度６補予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新　技術相談・技術支援機能の強化事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　商工労働部　産業技術課　技術支援係　電話番号：058-272-1111（内3094）
　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額　156,125千円（現計予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳


	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
要求額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	156,125
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	156,125

	決定額
	156,125
	156,125
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・新型コロナウイルスにより、幅広い産業で、市場の悪化に加え、生産や物流等に悪影響が出ており、本県産業を支えるモノづくり企業の現場では、サプライチェーンの棄損による新たな原料・材料・部品の活用や国内生産への回帰等が生じている。また、各企業の発展には、研究開発や製品の品質向上等に取り組むことが重要であるが、現在その取り組みが困難な状況に推移しつつあるため、新型コロナウイルス終息に向けて経済回復の波を確実にとらえる支援が必要となる。
・モノづくり企業の身近な研究室として活用されている工業系試験研究機関において、評価・分析機器等を導入することにより、原料・材料・部品の調達・加工から製品開発や品質向上に対する技術支援機能を向上させることが可能となり、県内モノづくり企業の早期の業績回復さらには増産体制に対する支援体制を強化する。
（２）事業内容
・工業系試験研究機関に求められている、技術相談・技術支援機能の強化に有効な評価・分析機器の機能強化・整備を進める。
（３）県負担・補助率の考え方
　新型コロナウイルス感染症に係る緊急経済対策費用である。
（４）類似事業の有無
　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	156,125
	評価・分析備品の購入

	合計
	
	


	　決定額の考え方　
財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・工業系試験研究機関における技術相談・技術支援機能の強化。
（２）国・他県の状況
・新型コロナウイルス感染症に係る緊急経済対策および支援が活発化している。
（３）後年度の財政負担
・故障時の修繕費用および保守費用
（４）事業主体及びその妥当性
・岐阜県（工業系試験研究機関）が県内モノづくり企業を支援し、業績の回復を促す。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・令和２年内中に県内企業が活用するための高度な試験研究設備を県が試験研究機関へ設置し、技術支援機器として利用可能にすることで、業績回復を支援する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値

	目　標
	達成率

	機器利用の推進
※導入年度の利用件数
	0
（R2）
	（  ）
	（　）
	0
（　）
	330
（R2）
	0　％


○指標を設定することができない場合の理由
	※目標設定は導入年度（12月から3月の4か月間）の合計利用件数とする。



（前年度の取組）
	新規事業のため該当なし。


（前年度の成果）
	新規事業のため該当なし。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○

	各分野の技術相談等における企業からの要望に沿っており、県の関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・導入機器の故障時の対応や、古くなった場合の更新。保守費用。



（次年度の方向性）
	・県内各分野の技術相談・業種別懇談会等から意見を吸い上げ、さらに必要な機器を選定・導入し、企業支援を実施する。



